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平成 29 年６月に実施した第三者割当増資に係る 

資金使途の変更に関するお知らせ  

 
当社は、平成 29 年６月７日付「ＴＣＳホールディングス株式会社に対する第三者割当によ

る新株式発行並びに主要株主である筆頭株主の異動に関するお知らせ」に記載しておりまし

た「調達する資金の具体的な使途」につき、以下のとおり変更することといたしましたので

（以下「本件変更」といいます。）お知らせいたします。 

 

記 

 

1. 本件変更の理由 
当社は、2017 年６月に、ＴＣＳホールディングス株式会社を割当先とする第三者割当増資

（以下、「本第三者割当増資」といいます。）を実施いたしました。 

当社では、2017 年７月より、業容の拡大を実現するために当社との間でシナジーを見込め

る企業を対象として資本・業務提携等のＭ＆Ａの検討を進めてまいりました。これまで、Ｉ

Ｔ企業７社を対象として調査・交渉を進めてまいりました。そのうちの４社については条件

面において折り合いがつかず交渉を中断しましたが、残りの３社に対して当社の中長期経営

計画の方向性について説明をした結果として賛同いただけております。そのうちの２社を有

力候補とし、資本・業務提携のための条件面や実現の時期等についての具体的な交渉に着手

しております。 

そこで、本第三者割当増資において調達資金のうち、当初計画していた業容の拡大のため

の資金 270,000 千円については、支出予定時期を 2021 年 12 月まで延長することといたしま

した。 

なお、2021 年９月時点において、使途変更（支出予定時期を含む）を判断をした場合には、

その変更内容について開示いたします。 

 

2. 本件変更の内容 
本第三者割当増資における資金使途の変更内容は、以下のとおりとなります。 

なお、変更箇所には下線を付しております。 

 

Ⅰ 第三者割当による新株式発行について 

３．調達する資金の額、使途及び支出予定時期 

（２）調達する資金の具体的な使途 

 

（変更前） 

 
項 目 内  容 

金 額 

(千円) 

支出予定時期 

（期間） 

① 業容の拡大 

・既存事業の拡大、新規事業分野への進

出に伴う調査、買収、資本提携、業務提

携を進める上で必要な投資資金の確保 

・ＩＴソリューション事業の拡大に関す

る人的資源の確保や新規顧客先の開拓

に必要な商流等の獲得等 

270,000 

 

平成 29 年７月～ 

平成 30 年 12 月 

② 人材育成 ・担当スタッフへの教育、資格取得 12,000 平成 29 年７月～ 



・育成関連設備や部材等の購入 8,000 平成 30 年 12 月 

③ 
社内ＩＴシステム

の強化 

・業務の効率化、事業拡大を視野に入れ

て、社内の情報システム基盤の強化を図

るためのシステム設計・運用・設備購入

等の一連の投資活動 

28,000 

平成 29 年７月～ 

平成 30 年 12 月 

 

④ 財務体質の改善 
・外部借入金の一部返済により、支払い

金利の削減等、財務体質の強化 
47,500 

平成 29 年６月～ 

平成 30 年 12 月 

  合計 365,500  

 
（変更後） 

 
項 目 内  容 

金 額 

(千円) 

支出予定時期 

（期間） 

① 業容の拡大 

・既存事業の拡大、新規事業分野への進

出に伴う調査、買収、資本提携、業務提

携を進める上で必要な投資資金の確保 

・ＩＴソリューション事業の拡大に関す

る人的資源の確保や新規顧客先の開拓

に必要な商流等の獲得等 

270,000 

 

平成 29 年７月～ 

平成 33 年 12 月

（2021 年 12 月） 

② 人材育成 
・担当スタッフへの教育、資格取得 

・育成関連設備や部材等の購入 

12,000 

8,000 

平成 29 年７月～ 

平成 30 年 12 月 

③ 
社内ＩＴシステム

の強化 

・業務の効率化、事業拡大を視野に入れ

て、社内の情報システム基盤の強化を図

るためのシステム設計・運用・設備購入

等の一連の投資活動 

28,000 

平成 29 年７月～ 

平成 30 年 12 月 

 

④ 財務体質の改善 
・外部借入金の一部返済により、支払い

金利の削減等、財務体質の強化 
47,500 

平成 29 年６月～ 

平成 30 年 12 月 

  合計 365,500  

 
3. 今後の見通し 

本件変更に伴う当社の今期業績予想に与える影響はございません。 

 

以上 


